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１．事業目的
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事業目的

無電柱化は、災害時の電柱倒壊による電力システムの機能喪失の低減や、災害に強い電力
システムの構築に資することから、電力の安定供給の観点からも特に重要である。 我が国におい
ては、平成２８年１２月９日に成立した無電柱化の推進に関する法律に基づき、令和３年
５月２５日に、「無電柱化推進計画(計画期間：令和３年度～令和７年度)」が策定され、
関係省庁(国土交通省、総務省)と連携して無電柱化の推進に取り組んでいるところである。

資源エネルギー庁においては、令和３年度から電柱(電力柱)の新設、撤去等に関する情報を
収集・分析し、道路、民地等に設置される電柱の増減状況の把握に努めているところである。

今年度も、前年度に引き続き無電柱化の推進に向け、電力柱の設置状況に関する調査を実
施する。
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２．事業内容及び事業実施方法
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事業内容

（１）新設及び撤去された電力柱の地図上への表示及び用途の分析

2024年度(第４四半期)及び2025年度(第１四半期～第３四半期)に新設及び撤去
された電力柱(通信線との共架を含む)について、一般送配電事業者10社が保有する電力
柱(新設及び撤去を対象、新設には設備更新も含む)に係る位置情報や座標データ(以下
「新設等電力柱データ」という)を用いて、地図上に表示し、緊急輸送道路及び沿道区域の
新設等電力柱の有無も含め、どの地点で電力柱が新設又は撤去されているか、明らかにし
た。 また、地図上から推察される用途、建柱された際のパターン及び一般送配電事業者へ
の供給申込み状況等から、電力柱の用途及び用途ごとの本数を明らかにした。 さらに、国
土地理院が公開している人口集中地区(DID：Densely Inhabited District)における
電力柱本数の算出及び分類を実施した。

（２）定例会の実施

（３）調査・分析結果の報告(調査報告書の作成)
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事業実施方法

・可視化の凡例は以下のとおり。

・③で同一グループと判定した電力柱の本数毎の傾向を分析し、分析結果からサンプルを10程度抽出して

GIS上に表示した状況から用途を推測。

項目 線種・シンボル 色

電柱シンボル
新設電力柱 ● ー

撤去電力柱 ○ －

緊急輸送道路

道路中心線 ー

道路幅ポリゴン

第１次 薄赤

第２次 薄黄

第３次 薄青

供給申込

市街地開発事業等 ●○ 青

グループ本数1～3本 ●○ 赤

グループ本数4～9本 ●○ 緑

グループ本数10本以上 ●○ 紫

再生可能エネルギー申込 ●○ 薄青

その他（共架対応、無電柱化、その他） ●○ 黒
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事業実施方法

⑥ 地理情報システムを用いたデータ可視化－人口集中地区（DID）における電力柱数の算出及び分類

・e-Statの統計地理情報システムで公表されているDIDデータを、⑤までの処理を行ったGIS上に設定。

・GIS上で、電力柱の「DID」と「DID以外」に分類し、分類した結果を新設等電力柱データに付加。

・「DID」と「DID以外」に対して、供給申込、再生可能エネルギー申込、その他（共架対応、無電柱化、

その他）、供給規模（１本新設、複数本新設、大規模ルート構築、市街地開発事業等）に応じて

本数の参集及び分類を実施。
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３．調査・分析結果
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４．調査・分析結果まとめ
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調査・分析結果まとめ

■2024年度上期～2025年度上期の期間で新設した電力柱を目的別で比較した結果は以下のとおりで

「その他」での電力柱新設が大半（50％以上）であった。

供給申込_市街地開発事業等 ：4.4～5.0%

供給申込_市街地開発事業等以外 ：27.9～30.3%

再生可能エネルギー申込 ：7.2～7.7%

その他（共架対応、無電柱化、その他） ：57.4～59.6％

目的別における本数の傾向は見られなかった。

■官地（国道、都道府県道、市区町村道、その他官公有地）及び民地への電力柱新設は、民地への

新設が大半（60%以上）で、次いで市区町村道（26.1～27.7％）であった。

2024年度上期、下期、2025年度上期を比較しても、割合に大きな変化は見られなかった。

■官地（国道、都道府県道、市区町村道、その他官公有地）への電力柱新設を目的別（供給申込の

市街地開発事業等とそれ以外、再生可能エネルギー申込、その他）で比較した結果、2024年度上期、

下期、2025年度上期ともに、市区町村道への新設が大半（45.2～79.3％）であった。
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調査・分析結果まとめ

■供給申込における電力柱新設は、2024年度上期、下期、2025年度上期ともに、1～3本の電力柱を

新設する小規模な住宅分譲地への供給申込が大半（60%以上）であった。

■2024年度上期、下期、2025年度上期の供給申込におけるDID（人口集中地区）への電力柱新設

は、官地が19.4～20.0%、民地が32.9～36.0%という結果で、DID以外への新設が大半であった。

官地におけるDIDへの電力柱新設を道路等種別（国道、都道府県道、市区町村道、その他）ごとに

比較した結果は、３期とも市区町村道への新設が大半（70%以上）であった。

民地においては、DIDへの電力柱新設を供給規模別に比較した結果、複数本新設が44.0～47.1％、

1本新設が30.0～31.9％、市街地開発事業等が20.2～21.6％という結果であった。

2024年度上期、下期、2025年度上期を比較しても、割合に大きな変化は見られなかった。

以上


